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により，市民参加を重視したゲートキーパーが
養成されており，このゲートキーパーが自殺に
関する啓発活動に活用されたのである．さらに，
精神福祉ボランティアの活動促進など，社会的
孤立を防止するための活動も拡充された．この
ような取り組みの結果，対照地域の市町村の自
殺率がほとんど変化しなかったのに対し，介入
地域の市町村の自殺率は介入前（1999年）には
10万人当たり 70.8人／年であったものが，介
入後（2004年）は 10万人当たり 34.1人／年
にまで減少した 5．
自殺率が一向に低下しないため，日本政府は
2006年 10月自殺対策基本法を制定し，国レベ
ルの総合的自殺予防対策および自殺者の親族に
対する広範囲の支援を義務づけた 6．2007年 6
月に決定された自殺総合対策大綱 7 では 6つの
自殺防止基本方針が明記され，自殺対策基本法
では 9つの基本方針が規定されている 8．
2010年 3月と 9月には，全国のテレビコマー
シャルや広報活動を通じて，内閣府による自殺
予防キャンペーンが実施された．キャンペーン
後の 2010年 4月と 10月の自殺者数は，キャン
ペーンがまったく実施されなかった 2009年 4
月と 10月に比べて，それぞれ 7.3％／月，5.3％
／月減少した 9．減少幅は農村部よりも大都市の
ほうが小さかった．したがって，農村部と都市

日本の厚生労働省によれば，2009年の日本の
自殺者数は 3万 707人（10万人当たり 24.4人）
であった1．自殺者数が3万1755人と最多であっ
た 1998年以降（1997年は２万 3494人）自殺
者数は年間 3万人を超えており，日本社会にとっ
て深刻かつ喫緊の課題になっている．印象的な
ことに，失業率の増減と自殺率の増減の間には
類似性がある 2．図は，1985年から 2009年
までの自殺率と失業率の増減を示したものであ
る．自殺率と失業率との間には有意の相関関係
があった（p＜ 0.0001）．失業率の上昇は，経
済的苦境に陥り，長引く経済不況にまつわる心
理的ストレスを抱えた人も増加しているかもし
れないことを示している．さらに，銀行の小規
模企業経営者への貸し渋りや，この貸し渋りに
よる 1998年以降の倒産件数の増加も，高い自
殺率の一因になったのかもしれない 3．このマイ
ナスの社会経済的背景が日本の自殺率推移に関
連している可能性があるように思われる．
このような状況に対応して，日本政府は，カ
ウンセリングプログラムや自殺予防教育などの
施策を導入するとともに，これらの介入的施策
の効果を評価するため研究調査事業を委託した．
これらの施策の他にも，危険な場所への立ち入
りや危険な薬物の入手を制限するための政府の
社会的施策，並びに責任ある自殺報道に関する
WHOのメディア指針の普及といった施策も実施
されている．これらの施策は，都道府県レベル
の地域自殺予防プログラムの成功に基づいてい
た 4．地域社会への介入による自殺予防対策の効
果を評価するために、日本では多くの学問的研
究が行われている．たとえば，秋田県の 6市町
村における自殺予防モデル事業によれば，一次
的・二次的・三次的予防手法を組み合わせた総
合的な自殺予防の取り組みにより地域の自殺者
数が着実に減少した 5．秋田県では，抑うつや精
神的不調に対処するための健康増進アプローチ
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部の間のこのような差異に対する寄与要因をよ
り理解するためには，自殺予防対策の効果を評
価する前向きの介入研究を大都市において実施
する必要がある．
精神疾患（抑うつ，統合失調症，アルコール
依存症や薬物依存症を含む）により自殺のリス
クがある人々に対する医療に関しては，2008年
の自殺対策加速化プラン 10 が治療提供の枠組み
の必要性に言及している．同プランでは，抑う
つ患者は身体的症状を呈することが多いため，
精神科医と医師の早期の適切な連携が必要であ
ると強調している．さらに，うつ病とその偏見
の除去に向けての進捗状況に関する一般国民の
知識を高める取り組みを拡充すれば，うつ病患
者の受診率の向上に役立ち，適切な精神科治療
につながるだろう．家庭医がうつ病患者を専門
医に紹介する制度も必要である．したがって，
日本の自殺率を減少させるための鍵は，学際的
かつ専門家同士の連携によるアプローチにより
総合的な自殺予防対策を展開し，より幅広く実
施することである 11．
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